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1．はじめに 

我が国では人口減少が続き，維持管理の効率化や

活力維持のために多くの自治体でコンパクトシティ

への転換が図られている．そのうえで生活機能の中

核を担う商業施設の特性および動向を把握すること

は欠かせない．  

近年，都市計画において「交通関連ビッグデータ」

が注目されている．中でも携帯電話基地局データは，

個人属性別の滞留人口を時間帯別に把握できる．こ

のデータは絶えず変動する都市の人口分布を1時間

単位で把握でき，既存研究1) 2)では従来統計データと

の比較によって携帯電話基地局データの信頼性が確

認され，様々な活用可能性が期待されている．一方

で既存の経済指標データと携帯電話基地局データを

関連づけた研究や，時間帯毎の商業施設での売上予

測指標を提案した研究は未だ少ない． 

本研究では都市機能誘導区域を設定し，2022年3

月にLRT開業予定の栃木県宇都宮市を対象都市と

し，短期的に変動する詳細な人口動態の把握と商業

施設の関係性に着目した．携帯電話基地局データに

よる滞留人口を基に時間帯別に都市機能誘導区域内

での商業施設の来場客数原単位を算出し，この原単

位の算出式を都市機能誘導区域での活性化指標の一

つとして提案することを目的とする． 

 

2．使用データの整理と概要 

2．1．携帯電話基地局データの概要 

従来，人口統計データは統計局が行う国勢調査が

一般的であったが，5年に一度で集計するため刻々

と変化する情報を拾い切ることはできなかった． 

一方で，携帯電話基地局データであるモバイル空

間統計はNTTドコモの携帯電話網運用データから

作成される人口統計情報であり，非識別化処理，集

計処理，秘匿処理の3つの段階を経て作成される．

サンプル数が多く，1時間毎の人口を24時間365日

把握でき，性別や年齢といった個人属性も把握でき

る．携帯電話の電源を入れていれば連続的な移動変

化を把握でき，経年変化する人口統計データを生成

できる．ただし，モバイル空間統計は推計対象年齢

が15-79歳のみであり，推計精度が基地局密度や携

帯電話普及率等に依存する点に注意が必要である．

使用データの概要については表1に示す． 

表1 使用データ概要 

 

2．2．各種統計の概要 

 原単位算出に用いた商業統計，家計調査年報，県

央広域都市圏生活行動実態調査の概要を述べる． 

商業統計は経済産業省が公表しているデータであ

る．本研究では，各業態の年間販売額と売場面積に

ついての項目データを使用する． 

 家計調査年報は総務省統計局が公表しており，世

帯毎の収入や消費支出等がわかる．本研究では宇都

宮市の1か月間の消費支出，月別消費支出(10月)，

日別消費支出(10月)のデータを用いる．商業統計と

の整合性の関連で，消費支出のうち光熱費等，商業

に関連しない項目は考慮せず，全体からそれらの額

を除いたものを用いている．これより，宇都宮市の

個人消費支出は平日3,500円，休日4,000円と算出

した． 

県央広域都市圏生活行動実態調査(2014年)は，

宇都宮市を中心とする市町の人々の生活行動を調査

したものである．当該データから抽出可能な買い物

目的行動をモバイル空間統計に組み込み，来場客数

を予測する．以上のデータを用いて原単位を算出す

るプロセスを図1に示す． 

 

図１ 各原単位算出のプロセス 
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4．個人属性別消費原単位の算出方法について 

4．1．時間来客数原単位の算出 

時間来客数原単位を求めるうえで，店舗面積当た

りの人数による予測式を定義したものを式(1)に示

す．式(1)は，回帰分析によって時間来客原単位𝑃𝑇𝑆

を算出するものである． 

𝛼𝑇𝑃𝑇 = 𝑃𝑇𝑆 × 𝑆  (1) 

𝑃𝑇 : 時刻𝑇における滞留人口[人] 

𝑃𝑇𝑆: 時刻𝑇における売場面積当たり人数[人/㎡] 

𝑆: エリア毎の店舗売場面積[㎡]   

𝛼𝑇: 買い物目的行動抽出パラメータ 

4．2．平・休日消費原単位の算出 

 平・休日消費原単位を求める予測式を定義したも

のを式(2)に示す．式(2)は回帰分析によって消費原

単位𝐶𝑃を算出するものである． 

𝐶𝑑𝑎𝑦 = 𝐶𝑃 × 𝛽𝑑𝑎𝑦 ∑ 𝛼𝑇𝑃𝑇
21
𝑇=10   (2) 

𝐶𝑑𝑎𝑦: 1日の販売額[円] 

𝐶𝑃: 1人当たりの1日の消費額[円/人] 

𝛽𝑑𝑎𝑦: かぶり人口除去パラメータ 

𝛼𝑇: 買い物目的行動抽出パラメータ 

𝑃𝑇 : 時刻𝑇における滞留人口[人] 

 かぶり人口除去パラメータ𝛽𝑑𝑎𝑦は，家計調査年報

から導き出した宇都宮市の個人消費支出𝐶𝑃が平日

で3,500（円/人・日），休日で4,000（円/人・日）と

なるように設定した．結果，𝛽𝑑𝑎𝑦は平・休日でそれ

ぞれ0.68，0.73となった．この値を式(2)に代入する． 

 

5．来客数原単位の特性 

5．1．時間来客数原単位の推移 

 年間販売額で地域を分類したところ，25億円を

基準としたとき分析精度が向上した．その際の500

mメッシュ地域での原単位の推移(図2)を示す． 

 
図2 年間販売額25億円以上の地域での推移 

 

 該当エリアで平日と休日を比較すると，休日の方

が来客数原単位の変動が大きいことがわかる．尚，

個人属性毎の違いを検証するため，年代毎に原単位

を算出した．図3に10/20代，40代，70代での推移を

示す．10/20代において平・休日の差異が見られた．

このことから，休日における買い物客増加要因は10

代の滞留人口増が一因であると考えられる． 

 
図3 年間販売額25億円以上の地域での推移(年代別) 

 

5．2．平・休日消費原単位の算出 

式(2)より，一人当たりの一日の消費𝐶𝑃を，年間

販売額25億円を基準として算出した(表2)． 

表2 1人当たりの消費支出（円／人・日） 

 

年間販売額の低い地域と高い地域で一人当たりの

消費支出に大きく差が出た．これより販売額の低い

地域では商品単価が安いと言える．尚，時間帯ごと

の消費や年代別の消費の原単位は，回帰分析を行う

際に発生する多重共線性の影響で算出できなかっ

た．区域毎の活性化指標がより明確に反映されるに

は時間帯別個人消費が重要であるため，今後の課題

とする． 

 

6．おわりに 

携帯電話基地局データであるモバイル空間統計

は，実際の滞留人口に基づく短期的な変化を読み取

れるほか，既存の統計データと組み合わせること

で，新たな評価指標となる可能性があることを示し

た．これにより，都市機能誘導区域の評価や，中心

市街地活性化などの計画策定において有用な指標と

なると考えられる．  
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